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 別紙 1 

 

（仮称）上今泉地区（北部）及び上今泉地区（南西部）調査検討業務委託仕様書 

 

１ 仕様書の適用 

本仕様書は、海老名市（以下「委託者」という。）が発注する「（仮称）上今

泉地区（北部）及び上今泉地区（南西部）調査検討業務委託」(以下「本業務」

という。)に適用する。なお、本業務の履行にあたっては、本仕様書によるほ

か、「神奈川県測量・調査・設計業務共通仕様書（令和３年４月）」に基づい

て実施するものとする。 

 

２ 業務の目的 

本業務は、海老名市都市マスタープラン（令和２年４月策定（令和５年７月

一部改訂）に位置づけられた土地利用検討地のうち、上今泉地区（北部）及び

上今泉地区（南西部）の一部について、市街化区域編入に向けた事業手法等の

検討や地権者合意形成を進めるため、まちづくり基本構想や概算事業費の算出

を含めた実現方策の検討を行うとともに、地権者合意形成に向けた勉強会の開

催、意向調査などを行い、事業化に向けた課題を整理、検討することを目的と

する。 

 

３ 委託内容（案） 

ここに記載する委託内容のほか、企画提案書において提案された業務につい

ても協議の上追加して契約する場合がある。 

 

【令和７年度】 

（１）まちづくり基本構想の作成 

本地区におけるまちづくり基本方針を定め、各種計画との調整を図りな 

がら、以下の基本構想図等の作成を行う。 

① 基本方針 

② 地域の基本的構成 

③ 人口計画 

④ 住区計画 

⑤ 土地利用計画 

⑥ 交通計画 

⑦ 公園・緑地計画 

⑧ 排水計画 
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⑨ 供給処理施設計画 

⑩ 公益施設計画 

⑪ 宅地建築物整備計画 

⑫ 基本構想図作成 

 

（２）実現方策の検討 

まちづくり基本構想の実現化を図るうえで、適当な整備手法を選択す

る。また、調査地区の段階的整備を検討し、地区整備の時期、順序をプロ

グラムとしてまとめ、整備手法の区分とあわせて実現方策検討図を作成

し、作成した実現方策検討図と基本構想図に基づき、土地区画整理予定地

区について、設計概要図を作成する。 

 

（３）概算事業フレームの検討 

本地区におけるまちづくりの実現化に向け、まちづくり基本構想及び

実現方策の検討を踏まえ、土地利用計画図案の検討及び概算事業フレー

ム（施行前後対照表、概算事業費、減歩率・保留地予定面積、収支計画、

事業化への課題）の検討を行う。なお、土地利用計画図案及び概算事業フ

レーム案は３案程度作成するものとする。 

 

（４）公共施設管理者負担金導入の検討 

本地区において導入可能な公共施設管理者負担金及び各種補助金につ

いて検討を行い、取りまとめを行う。 

 

（５）地元合意形成支援 

本地区の地元合意形成を促進していくため、地権者に対して、勉強会の

実施支援を行う（２回想定）。また、勉強会とあわせて地権者の意見を把

握するために、返信用封筒等を用いて意見収集を実施するものとする。 

・出席 

・資料作成 

・説明会での意見等取りまとめ 

・開催通知書発行 

・返信用封筒の発送 

・返信用封筒の意見書取りまとめ 

 

（６）一括業務代行候補者ヒアリングの実施 
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民間企業からみた本地区の事業参入の可能性を検証するため、開発関

連企業（ハウスメーカー、ゼネコン、ディベロッパー等）に対してヒアリ

ングを実施する。 

・ヒアリング対象企業の抽出（概ね 10 社程度） 

・調査票の作成 

・調査実施（ヒアリング実施） 

・一括業務代行候補者ヒアリングの結果整理 

 

（７）その他 

上記（１）～（６）に掲げる業務のほか、随時、本業務を円滑に実施し

ていくために市と打合せ協議を行う。また、本業務における計画書など調

査及び検討成果を報告書にとりまとめる。 

 

【令和８年度以降】（参考） 

（１）概算事業フレームの見直し 

 令和７年度に行った土地利用計画図案の検討及び概算事業フレーム案

について、一括業務代行候補者ヒアリング等を踏まえて見直しを行う。 

 

（２）地元合意形成支援 

 本地区の地元合意形成を促進していくため、地権者に対して勉強会の

実施支援を行う（４回想定）。また、勉強会実施とあわせて地権者の意見

を把握するために、返信用封筒等を用いて意見収集を実施するものとす

る。 

また、地権者の土地活用（自己活用、営農、売却意向や借地以降等）に係

る意向を把握する必要があるため、将来イメージに基づく意見等とあわ

せて意向調査を実施する。 

【勉強会の実施支援】 

・出席 

・資料作成 

・説明会での意見等取りまとめ 

・開催通知書発行 

・返信用封筒発送 

・返信用封筒の意見書取りまとめ 

【意向調査】 

・意向調査票の作成、発送、集計、整理 
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（３）事業協力者選定支援 

事業協力者の選定をするにあたり、企業からの質問に対する回答及び

提案書の整理並びに選定委員会の支援を行う。 

（ア）企業からの質問に対する回答・提案書整理支援 

・企業からの質問に対する回答支援 

 ・企画提案書の内容の整理支援  

（イ）選定委員会支援（４回） 

 ・会議資料作成 

 ・会議出席 

・会議録作成 

 

（４）権利調査 

本地区の各土地の権利者を把握するために、法務局備え付け土地登記

簿等より権利調査を実施する。 

   ・土地登記簿の調査 

   ・国有財産台帳及び道路台帳の調査 

   ・土地所在図の作成 

・区域図の作成 

・現況・公図重ね図の作成 

 

（５）その他 

上記（１）～（４）に掲げる業務のほか、随時、本業務を円滑に実施して  

  いくために市と打合せ協議を行う。また、本業務における計画書など調査及

び検討成果を報告書にとりまとめる。 

 

※なお、令和８年度以降（参考）の業務については、現時点の想定であり、

令和７年度業務に基づき、地元合意形成支援や土地区画整理事業を推進して

いく上で必要と考えられる業務を令和７年度中に整理し、その内容を検討の

上、令和８年度以降に実施することを想定している。 

 

４ 委託期間 

 契約締結日から令和８年３月 31 日まで 

 

５ 成果品 

  成果品の提出については、正本１部、副本９部を基本とし、基本構想図やイ

メージスケッチなど大判のものは別途 10 部提出すること。また、上記に係る
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電子データは MicrosoftWord、MicrosoftExcel、MicrosoftPowerPoint 等の市

が編集可能なデータ形式にて作成し、CD-ROM 等の電子媒体で提出する。なお、

ここに定めがないものについては、委託者の指示によるものとする。 

 

６ 事業スケジュール（案） 

  令和７年８月  まちづくり基本構想の作成 

  令和７年９月  地元合意形成支援 

  令和７年 10 月  実現方策の検討 

  令和７年 12 月  概算事業フレームの作成 

           公共施設管理者負担金導入の検討 

          一括業務代行候補者ヒアリングの実施 

 

  令和８年４月以降 概算事業フレームの見直し 

           地元合意形成支援 

 

７ 業務従事者の必要資格 

  本業務において、業務主任者及び管理技術者は技術士（総合技術監理部門－

建設－都市及地方計画）、技術士（建設部門－都市及び地方計画）、RCCM（都

市計画及び地方計画）のいずれかの資格を有するものを選任すること。 

  なお、募集要項に記載のとおり、平成 27 年度以降に市区町村が発注する土

地区画整理事業等都市基盤施設の整備における「事業計画素案作成」「事業化

検討」「合意形成支援」に関する業務の完了実績を１件以上有すること。 

  業務主任者と担当技術者は兼務することができないものとする。 

 

８ その他 

（１） 受託者は常に緊密な連絡体制を取り、調整を図る。 

（２） 受託者は、本作業の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏らしてはなら 

ない。また、市が提供した資料等を許可なく第三者に提供したり、目的外に 

使用しない。 

成果品全ては委託者の所有とし、委託者の承諾を受けないで第三者に閲覧 

や複写、又は譲渡してはならない。 

（３）受託者は、業務遂行にあたり知的財産権に十分留意する。 

（４）受託者は、個人情報の取り扱いにあたり本仕様書に記載してあるものの 

  他、契約約款の特記事項（個人情報の保護）を遵守すること。 

（５）本業務の執行に必要となる調査、調整、企画、提案等にかかる一切の費 

用は契約内に含むものとする。 
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（６）受託者は、業務における総合的企画、業務遂行管理等の主な業務を再委 

託してはならない。印刷・製本等の簡易な業務以外の業務の一部を第三者 

に再委託する場合には、受託者に承諾を得ること。 

（７）委託業務に際し、事前に関係者への周知を図るとともに、身分証明書を 

絶えず携帯し、民有地へ立ち入る場合には、相手方にその身分を明らかに

し、了解を得てから作業を実施すること。 

（８）本委託業務は、海老名環境マネジメントシステム契約事業環境配慮マニ

ュアル適用事業になっていることから、監督員と環境配慮に関する事項

の内容確認を行い、その内容に留意し、作業を行うものとする。 

（９）本作業を進める上で疑義が生じた場合は、速やかに委託者と協議の上、 

実施すること。なお、協議については書面(打合せ記録簿)で行うこと。  

（10）本委託仕様書に定めのない疑義事項については、委託者と協議しその指 

示に従うとともに、打合せ議事録に協議した内容を記録すること。 

（11）成果品納入後に不備が判明した場合、速やかに訂正を行うこと。 

 


